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◆令和８年分　　所得控除額一覧表

配　偶　者　特　別　控　除

控　　除　　の　　種　　類

【新  設】特  定  親  族  特  別  控  除

合計所得金額
58万円以下の方

申告者の配偶者のうち、昭和31年1月2日以降に生まれた方が、申告者の所得に応じて控除されます。　※注１

申告者の配偶者のうち、昭和31年1月1日以前に生まれた方が、申告者の所得に応じて控除されます。　※注１

摘　　　　　　　　要

平成22年1月2日から令和8年1月1日までの間に生まれた方

平成12年1月2日から平成16年1月1日までの間に生まれた方が、本人の所得に応じて控除されます。　※注１

配偶者
控   除

配偶者の合計所得金額が58万円を超え133万円未満の方が、その所得金額に応じて控除されます。　※注１

平成19年1月2日から平成22年1月1日までの間に生まれた方
昭和31年1月2日から平成15年1月１日までの間に生まれた方

平成15年1月2日から平成19年1月1日までの間に生まれた方

昭和31年1月1日以前に生まれた方

扶養控除

年少

一般

特定

老人
昭和31年1月1日以前に生まれた方のうち、申告者又は配偶者の直系尊属で、申告者又は配偶者のいずれ
かとの同居を常としている方

合計所得金額が500万円以下の方

現に婚姻していない方又は配偶者
の生死が不明の方

合計所得金額が85万円以下の方

老人

普通

特別

勤労学生控除

※
注
2

令
和
7
年
1
2
月
3
1
日
の
現
況
で
次
の
い
ず
れ

か
に
該
当
す
る
方

㋑身体障害者手帳3級から6級の方
㋺精神障害者保健福祉手帳2級・3級の方
㋩療育手帳Ｂの方
㊁戦傷病者手帳の交付を受けている方
㋭介護保険認定により普通障害相当と認定されている方（詳しくは介護保険係にお問い合わせく
ださい。）

㋑身体障害者手帳1級・2級の方
㋺精神障害者保健福祉手帳1級の方
㋩療育手帳Ａの方
㊁戦傷病者手帳の交付を受けている方のうち、障害の程度が恩給法に定める特別項症から第三
項症までの方
㋭介護保険認定により特別障害相当と認定されている方（詳しくは介護保険係にお問い合わせく
ださい）
㋬原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に定める厚生労働大臣の認定を受けている方
㋣令和7年12月31日の現況で引き続き6カ月以上にわたって身体の障害により寝たきりの状態
で、複雑な介護を要する方
㋠精神上の障害により常に事理を弁識する能力を欠く状態にある方

特別障害者に該当する方で、申告者の配偶者又は生計を一にするその他の親族のどなたかと同
居を常としている方

申告者本人
又は控除対象配偶者や

扶養親族 ※注４

　 注４　　表中の「扶養親族」は0歳～15歳の方を含みます。

　扶養控除、配偶者控除は、申告者と生計を一にする方で、令和７年の合計所得金額が5８万円以下の方が対象となります。
（ただし、事業専従者、他の申告者の扶養になっている方を除きます。）

　 注２　　扶養や障害等は令和7年12月31日の現況（令和7年中に死亡した場合は死亡時）での申告となります。

同居特別

合計所得金額が2,400万円以下

寡婦控除

ひとり親控除

　 注３　　寡婦の区分（死別・離婚・生死不明）の記載がない場合、問い合わせることがありますので、申告書に必ずチェックをしてください。

障害者
控   除

※注１　　町ホームページ掲載「町民税・県民税申告書の書き方」参照。

合計所得金額が2,400万円超 2,450万円以下

合計所得金額が2,400万円超 2,500万円以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      ※注４
生計を一にする子（他の方の控除対象配偶者又は扶養親族ではなく、令和７年中の総所得金額が58万円を
超える子は除く）のある方で、令和７年中の合計所得が５００万円以下の方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※注４
①夫と離別した後婚姻していない方で、子以外の扶養親族があり、かつ、令和７年度中の合計所得が５００万
円以下の方
②夫と死別した後婚姻していない方又は夫の生死の明らかでない方で、令和７年度中の合計所得が５００万
円以下の方

申告者本人が自己の勤労に基づく給与所得等があり、合計所得金額のうち給与所得等以外の所得が10万
円以下の方(証明書が必要）

平成23年分より年齢0
歳～15歳の方の扶養
控除額はなくなりまし
たが、町民税・県民税
の非課税限度額の算
定に必要ですので、
必ず申告をお願いし
ます。

※注３


